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別記様式（第３条関係） 
事務事業評価調査書（２６年度） 

 

№ １６ 

総合計画 

章 １ 住みよいまちづくり 

項 ４ まちの将来を担う人づくり 

節 １ 豊 か な 人 間 性 を 育 む 学 校 教 育 の 充 実  

作 成 日 平成 26年 10月 2日 

年 度 平成２５年度事業 

課等名及び係名 学校教育課学校教育係 

記 入 者 職 氏 名 主任 益子 貴博 

【事務事業の概要】 

Ⅰ 事務事業の内容 
実施方法 

直営 一部委託 全部委託 補助等 

☑ □ □ □ 

事務事業名 教育支援センター事業 

事業概要 

対象 登校できない児童生徒及び，その保護者，家族 

目的 
登校できない児童生徒に対する個別指導や集団指導を通して，自主性や社会性の

育成を図るとともに，教育相談を行い，学校生活への適応を支援する。 

実施内容 

１．学校生活に適用できない児童生徒に対する支援及び教育相談に関す

ること 

２．教職員に対する研修 

３．教育に関する情報の収集及び提供に関すること 

Ⅱ 予算区分及び過疎計画における区分 

予
算
区
分 

会計名 一般会計 
過
疎
計
画 

施策区分  
款 ９ 教育費 

項 １ 教育総務費 事業名 

（施策名） 
 

目 ３ 教育支援センター費 

事業名 教育支援センター事業費 根拠法令  

【事務事業の実施状況】 

Ⅲ 事業費の推移及び終期 
事業期間 

開始 終了 

平成１７年度    年度 

年度 
事業費（決

算・予算） 

財源内訳（単位：千円） 

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

 ２２年度実績 6,983     6,983 

 ２３年度実績 8,320     8,320 

 ２４年度実績 8,720     8,720 

 ２５年度実績 7,316     7,316 

 ２６年度当初 9,188     9,188 
 

特定財源

の種類 

25年度分 

国支出金 県支出金 その他 

名称 補助率 名称 補助率 名称 補助率 

      
 

Ⅳ 執行状況 
執行状況 

推進中 完了 新規 

☑ □ □ 

状況説明 

・平成２２年度 教育相談延べ４２件 通室生４名 

・平成２３年度 教育相談延べ１１件 通室生１名 

・平成２４年度 教育相談延べ１７件 通室生１名 

・平成２５年度 教育相談延べ１１件 通室生３名 

Ⅴ 問題点の概要 

問題点 
旧西金小学校を利用している事もあり，校舎の老朽が進むなか，今後維持費

が増える事が懸念される。 
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Ⅵ 成果指標 

成果指標名 単
位 

25年度 26年度 27年度 28年度 対 28度 

目標達成率 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 

           

指標に表われ

ない効果 

学校生活に適応できない児童生徒に対する支援となるため，通室する前に学校

と連携し，対応ができていると考えられる。 

【事務事業の評価】 

◎一次評価（担当課においての評価） 

Ⅰ 評価基準ごとの評価 

 評価基準 評価 評価理由 

目
的
妥
当
性 

○目的が総合計画や国の計画の政策体系に

結びついているか。 

○対象・意図を見直す余地はあるか。 

○町が実施又は関与すべき目的であるか。 

☑妥当である 

□どちらともいえない 

□妥当でない 

学校に居場所を見出せず、

登校に支障がある児童生徒

の相談相手となり復帰する

ために必要な組織である。 

有

効

性 

○成果向上の余地があるか。 

○同じ目的を持つ他の事務事業があるか。 

○目的が達成されたか。 

☑有効である 

□どちらともいえな

い 

□有効でない 

教育相談・通室者が毎年度いるこ

とから，児童生徒とその保護者が

心のよりどころを持つことができ

ていると捉えている。 

効

率

性 

○成果を低下させずにコストを削減

することは可能か。 

○コストを圧迫している，又は増大さ

せている要因はあるか。 

○他の事務事業との統合は可能か。 

□効率的である 

☑どちらともいえな

い 

□効率的でない 

少数の入室者に対してコスト

はかかるが、義務教育の意義と

教室の特性から考えると、教育

支援センターの存在は重要で

ある。しかし，古い木造校舎の

管理，敷地内の管理について

は，今後コストが据える事が考

えられる。 

公

平

性 

○サービスの受益者が一部に偏っていない

か。 

○負担者（納税者）の理解は得られている

か。 

☑公平である 

□どちらともいえな

い 

□公平でない 

受益者は，全体の一部であ

るが事業の周知は広く行っ

ている。 

Ⅱ 総合評価 

今後の方向性 ２  

※今後の方向性について，次の項目から選択してください。 

１ 継続（事業規模を拡充する） ５ 他事業と統合する 

２ 継続（現行どおり） ６ 休止又は廃止 

３ 継続（実施方法，実施主体等を変更する） ７終了 

４ 見直し（実施規模を縮小する）  

【総合評価】※理由，具体策及び今後の課題等を記入してください。 

義務教育の意義から考えて，学校へ行けない子供達の活動場所としての教育支援センターの存

在は必要不可欠である。 

【所属長意見】 

不登校はどの子にも起こりうることであり、本人の社会的自立を図り、進路形成に資する指導

相談の場として、重要である。 
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◎二次評価（事務事業評価委員会による評価） 

今後の方向性 ２  

※今後の方向性について，次の項目から選択してください。 

１ 継続（事業規模を拡充する） ５ 他事業と統合する 

２ 継続（現行どおり） ６ 休止又は廃止 

３ 継続（実施方法，実施主体等を変更する） ７終了 

４ 見直し（実施規模を縮小する）  

【具体的内容】 

 

施設の設置場所について検討のうえ，引き続き事業に取り組むこと。 

【備考】 

 

 


